































政府は 2015 年に新国土形成計画を閣議決定し、2016 年 4 月に、その地方版に当たる「広域地






































































1986 年の「豊のくにテクノピア」、1988 年の「丹波の祭典ホロンピア」、1989 年の「アジア太平
洋博覧会よかとピア」、1989 年の鹿児島市の「サザンピア」などは、名前をみてもポートピアの
影響を受けている。
地方博覧会の中でも北海道の「世界・食の祭典」はひどかった。1988 年 8 月から 10 月にかけ




最近では、2009 年の開国博 Y150 がある。横浜港開港 150 周年を記念して 4月 28 日から 9月
27 日までの 153 日間、横浜市で開催された。正式には「開国・開港 Y150」という名前で、開国















たかは横浜市土地開発公社が保有する塩漬け土地に現れている。2012 年 3 月末時点で簿価で
1635 億円、約 34 万 m2 の土地が売れずに残っている。土地の面積も金額も全国の土地開発公社
の中で最大で、その 1/3 は臨海部のみなとみらい 21 地区にある（日経新聞 2012 年 8 月 18 日）。









世界リゾート博は、和歌山市沖の人工島である和歌山マリーナシティで 1994 年 7 月 16 日から




ものの、わずか 3ヶ月の開催期間に当初の予想を超える 294 万人もの入場者が訪れ、特に最終月
































一方 83 年 4 月に開園した民間の東京ディズニーランドは順調に利益を上げた。営業面積は 51
万 haもあり、入場者数は 2013 年で 1721 万人である。2001 年に開園した USJもそうだが、テー
マパークが利益を上げるためには、相当の規模と経営ノウハウが必要であり、とても自治体がこ
なせるようなものではない。
84 年 3 月には香川県仁尾町に「仁尾サンシャインランド」が開園した。再生可能エネルギー





1991 年度でも約 27 万人しか入らなかった。特に冬季は入場者数が少なく 1994 年から冬季は休
園した。芦別市は巨額の債務を抱えたまま、1997 年 10月に閉園する。しかし、施設は立派なため、
1999 年 7 月に「芦別市営カナディアン・ワールド公園」として無料開放された。無料化後も年
間約 1億円の維持費がかかり、経営母体である第三セクター「星の降る里芦別」の累積損失はそ
の後も膨らみ続け、2007 年 8 月に札幌地方裁判所から自己破産の手続き開始決定を受けた時点
で負債総額は約 75 億円に達した。芦別市は、債権者との間で損失補償契約を結んでいたため、





総工費約 500 億円の大プロジェクトとして「都市型立体遊園地」が作られ、1997 年 7 月に開業
した。開業初年は入場者が 831 万人を記録し収益をあげたが、まもなく入場者が激減し、2004
年 2 月に信託銀行 3行は事業からの撤退を表明し、運営主体のフェスティバルゲート株式会社は
倒産した。当初の信託期間は 2020 年 3 月までであった。大阪市は最終的に 200 億円の赤字を補








想策定調査費 5億円が計上されると、全国から 40 近い地域が名乗りをあげた。81 年 6 月、この
なかから 19 地域がテクノポリス建設基本構想策定地域に選ばれた。候補地域の 6割は西日本に
集中し、九州は全県が立候補し、大分と熊本はテクノポリス先進地域と呼ばれた。しかし、大半
の地域は基本構想の策定を日本立地センターや産業構造研究所などの民間シンクタンクに委託し
たものであった。旧通産省は 82年 8月に全地域を開発構想策定地域に指定した。83年 5月には、
「高度技術工業集積地域開発促進法」（テクノポリス法）が制定され、10 月には「開発指針」が
告示された。候補地域の中から 14 地域が国の承認を申請し、84 年 3 月に 14 地域がすべてテク
ノポリス建設地域として指定された。*7　その後も追加され、最終的に全国で 26 の地域が指定を











若者を呼び止め、できれは卒業後に地域に就職してもらおうと考えた。さきがけは 1987 年 4 月
に開学した姫路独協大学であった。姫路市はこの大学を誘致するために 85 年 3 月に独協大学と










*9　詳しくは、拙稿「自治体の大学優地熱への疑問」『住民と自治』1987 年 4 月号、「アメリカの大学の





































































1988 年の段階で、36 の道府県が構想を作成した。最も進行が早かったのが、1987 年中に基礎
調査を終えた「宮崎・日南海岸リゾート構想」（宮崎市など 8市町）、「三重サンベルトゾーン構想」
（三重県伊勢市など 23 市町村）、「会津フレッシュリゾート構想」（福島県会津若松市など 8市町村）








建設地では防風林として植樹されていた海岸部の松林を伐採し、1993 年 7 月には、世界最大
級の室内プール「オーシャンドーム」やゴルフコースなど 5施設の営業を開始し、続いてホテル
や国際コンベンションセンター、アミューズメント施設なども建設し、1994 年 10 月に全面開業
した。2000 年 7 月にはサミット外相会合も開かれた。総事業費は 2000 億円かかったが、利用客
は増えず、毎年 200 億円前後の赤字が発生した。2001 年 2 月に、第 3セクターとしては過去最




年 3 月期決算では営業利益が 2億 2200 万円となり、1993 年の施設オープン以来初の営業黒字と















































































電機や半導体などの大手製造業の国内工場の撤退や縮小は止まらない。政府は 12 年 7 月に「日




していた山口県では、2012 年ころから撤退が相継いだ。12 年 5 月には半導体基板メーカーのシ
ルトロニック・ジャパンが光市の工場を閉鎖し、500 人を解雇した。7月にはルネサスエレクト
ロニクスが撤退を発表した。
TDKは秋田県にかほ市など 7工場を 2013 年 3 月までに閉鎖して 1200 人を配置転換した。ル
ネサスエレクトロニクスは山形県鶴岡市など 10 工場を 2014 年までに売却・閉鎖し、最大で 1万




パナソニックは尼崎の 2工場を 2012 年 3 月に閉鎖した。旭化成は千葉県館山市の工場を 2013
年秋までに閉鎖して 200 人を配置転換した。東芝は、北九州市など 3工場を 12 度上期までに閉





















に当たって 90 億円の補助金を支給したことが皮切りとなって、和歌山県は 100 億円を上限とす
る補助金を設け、大阪府は 150 億円を上限とする補助金を設けた。
しかし、高額な補助金を受けて進出しながら撤退する例も多い。長野県伊那市は 5年あまりで
撤退した企業に対して、補助金として支払った 1億 5800 万円の返還を求めたが、民事調停での
解決金は 1000 万円に過ぎなかった。2011 年にはパナソニックがプラズマパネルを生産する兵庫
県尼崎市の第 1工場を閉鎖し、第 3工場を稼働 2年で休止した。兵庫県は補助金の一部の約 12
億円の返還を求め、パナソニックは 2012 年 4 月に返還した。*17
*16　半導体の基板のシリコンウェハーの製造会社。






地方自治法 242 条の 2は、自治体の財務会計上の行為につき住民監査請求を規定する。請求に
対する監査委員の監査の結果に不服がある場合、あるいは請求のあった日から 60 日以内に監査


















株式会社 Cは、1980 年頃以降、旧大安町内で工場を稼働させていたが、1997 年ころ、当時大
安町長であった Aに対して工場用地の拡張を申し入れ、これを契機に旧大安町は、三重県員弁
郡土地開発公社に対し、Cの工場用地拡張のための開発を目的として、大安 2期工業団地造成事





事業に反対して所有地の売却を拒否していたが、Aとの交渉により 1998 年 12 月ころまでには、
*18　宇賀克也『行政法概説Ⅱ』第 2版、362 頁以下。







旧大安町は、この 10haの土地について門前自治会・門前区に対して今後年に 1000 万円の賃料
を支払う。
この合意に基づいて、契約が交わされ、郡の土地開発公社は門前自治会に対して野入溜の水利
利用権の補償金として 15 億 6750 万円を支払うことで合意した。
公社は 1999 年 9 月、三重県知事との間で自然環境保全協定書を取り交わし、本件開発事業の
実施に当たって公園、緩衝緑地、造成森林及び残存緑地、計 18.3ha余を確保することを約束し、
11 月、知事から開発行為の許可を受けた。

































































三重県はシャープの亀山工場の誘致で有名となった。2002 年 2 月に、三重県の企業誘致政策















場の施設の一部を移転させることも検討し始めた。そして、2012 年 10 月、シャープが亀山工場
における液晶パネルの生産を終了することを検討していることが判明する。背景には販売の不振
と、価格の引き下げによる損失の拡大があった。一斉を風靡した亀山モデルの寿命は 10 年ほど
だった。2015 年に JR亀山駅に降りることがあった。駅前にはどこかの大学のバスが 1台とまっ
ているだけで、自動車も人もおらず、商店や旅館などは営業を止め、わずかに喫茶店とパン屋が
1軒づつ開いていた。
シャープは 2016 年 3 月期の連結最終損益が 2559 億円の赤字となり、債務超過となった。16
年 4 月 2 日、台湾の鴻海によって買収された。鴻海は 3888 億円を出資してシャープの経営権を




凸版印刷グループ堺工場に 51 億 100 万円の補助金を順次交付することを決定した。大阪府の企
業立地補助金は限度額が 150 億円で、10 年間の操業義務がある。大阪府は 2012 年までに大日本
京都府立大学学術報告「公共政策」第8号
－ 96 －
に 21 億円、凸版に 20 億 5000 万円を交付した。ところが、両グループは、2012 年 8 月 11 日付
けで生産設備をシャープなどが出資する堺ディスプレイプロダクト（SDP）へ譲渡した。そこで、
大阪府は、両グループ対し、未償却相当分の補助金の返還を請求し、未交付分の支払いを停止し
た。両グループは請求に応じ、大日本が 15 億 7400 万円、凸版が 6億 8100 万円を支払った。大






している。経済産業省の工場立地動向調査によると、2011 年に全国で 1000m2 以上の用地を取得

















































インドではインフラの整備が遅れて停電が大きな問題となっている。さらに、2012 年 7 月 18
日には北部のハリヤナ州でスズキの子会社であるマルチ・スズキのマネサール工場で従業員によ
る大規模な暴動が発生し、1ヶ月間操業を停止した。暴動前には 1日当たり 1500 台から 1700 台
を生産していたものが、再開された 8月 21 日には 50 台程度しか生産できなかった。 その後も
一日当たりの生産は 150 台程度に落ち込んでいる。*22 
新興国での労務管理に対する不満の増大は 2012 年に入ってから争議を多発させている。2010
年 5 月には広東省の部品メーカーでストライキが発生し、ホンダやトヨタの組み立て工場が操業
停止になった。2012 年 6 月にはハノイにあるキャノンの工場で大規模な賃上げを要求してスト
ライキが行われた。同時期、ジャカルタ郊外の日系工場集積地でも労働者が待遇改善を要求して
争議が起っている。そして 7月にスズキの事件が発生した（日経新聞 2012 年 7 月 22 日）。
さらに 2010 年以降のインフレ率が 8％程度と高いため、インド準備銀行は 2010 年 3 月からわ
ずか 1年半の間に 13 回も利上げした。そのために国内の消費が大きく減退した。一方で、原材
料費や労働コストは上昇している。度重なる利上げにもかかわらず、物価上昇率は 7％台から下
*21　『世界国勢図会 2011/12』26 頁以下。




初任給を 5割増額した（日経新聞 2012 年 10 月 18 日）。









幅があるために、労使の対立が続いている（日経新聞 2012 年 10 月 4 日）。
首都周辺の主要な労働組合は、2013 年の公定最低賃金を前年比で 2倍に引き上げるように主
張している。ジャカルタ特別州では 10 月下旬に、労組連合が同州の最低賃金を前年比で 83％増
の月額約 280 万ルピア（約 2万 3000 円）に引き揚げるように要求し、2000 人規模のデモを行った。
州政府は 11 月 2 日、公定最低賃金の算定基準値を 3割以上高い 197 万 8790 ルピアに決定した。
日系企業が集積する西ジャワ州ブカシでは、10 月下旬に労組連合が前年比 2倍以上の 320 万
ルピアを要求した。同州ボゴールでも 325 万ルピアへの引き上げを求める 5000 人規模の労働者
が工業団地で抗議して警官隊とのもみ合いとなった。






2012 年 11 月 5 日）。
7　2011年以降の工場立地の動向
一方で、あれだけの洪水の被害に会いながら、タイへの工場進出は依然として盛んである。タ
イは 2011 年の 6 月から 9月にかけての記録的な大雨により国土を縦断するチャオプラヤ川が増
水して各地で堤防が決壊した。10 月に中部のアユタヤ県とパトムタニ県の 7つの工業団地が水
没し、日系の 450 社を含む約 730 社が被災した。タイ工業団地公社が 12 年 10 月に集計したとこ
ろでは、7工業団地の全 839 工場のうち 684 社が工場を再開し、68 工場が閉鎖された。








力をこれまでの年 65 万台から 13 年半ばには 76 万台に引き上げる。背景には、2015 年に東南ア
ジアの経済共同体が発足することが予定されている。*24
国内の工場立地の動向を見ると、2011 年の 1～ 6 月期は震災の影響であまり進まなかったが、
12 年の上期（1 ～ 6 月期）は、全国で前年同期比で 16.4％、近畿地区（福井県を含む）では
12.5％増の 90 件だった。府県別では兵庫県が最多で 34 件であった。神戸市が運営する「神戸テ





トップだった。DRAMでは 1980 年代に世界シェアの 80％を占め、1989 年には NEC、日立、東
芝が世界のトップスリーとなった。しかし、やがて韓国のライバル企業に価格面で太刀打ちでき
なくなり、サムソンが圧倒的なシェアを獲得する。日本のメーカーは 1999 年から 2002 年にかけ
て撤退した。99 年、NECと日立がエルピーダメモリを設立し、2002 年には三菱電機の DRAM
事業も吸収した。しかし、エルピーダの経営はうまくいかず、2009 年 3 月期に 1788 億円の最終
赤字を出し、日本政府から 300 億円の公的資金を注入された。それでも立ち直ることができず、
2012年2月27日に会社更生法の適用を申請した。その後、支援企業を決めるための入札が行われ、






2011 年の PCの世界の出荷台数は 3億 5280 万台で、1位がヒューレット・パッカード（17.2％）、
2位がレノボ（13.0％）、3位がデル（12.1％）、4位以下は台湾のエイサー、アスースとなり、日
本の NECや富士通のシェアはとても低い。*26　しかもトップの HPですら経営が苦しく、2012
*24　日経新聞 2012 年 7 月 30 日夕刊、11 月 5 日。
*25　ルネサスの 2012 年 3 月期の連結最終損益は 570 億円の赤字の見通し。主力の鶴岡工場を半導体受
託生産大手の米グローバル・ファウンドリーズに売却する交渉を始めている。日経新聞2012年 3月 27日。
*26　日経新聞 2012 年 5 月 18 日。IBMは 2005 年に PC事業をレノボに売却し撤退した。
京都府立大学学術報告「公共政策」第8号
－ 100 －
年 5月 18 日の日経夕刊では 3万人規模の人員削減が報じられた。





荷台数は前年比 21％減の 1982 万台となり、2012 年にはさらに半減した（日経新聞 2012 年 1 月




晶パネルの主力の 32 型は 2012 年 1 月時点で 1枚 125 ドル前後にまで下落した。パネルのバック
ライトに使う LEDも値下がりに歯止めがかからない（日経新聞 2012 年 3 月 3 日）。3月 13 日の
東京・池袋の量販店の販売価格はシャープ 32 型「LC-32E9」が実質価格で約 2万 3000 円となった。
40 型でも実質価格が約 3万 8000 円であった（日経新聞 2012 年 3 月 14 日）。
2012年 3月下旬、日本家電業界に激震が走った。シャープが鴻海精密工業グループと提携した。
鴻海グループはシャープ本体に約 10％を出資して筆頭株主となった。シャープは 2009 年 10 月、
堺工場を稼働させた。世界最大のガラス基盤を使い、60 型以上の超大型液晶パネルを効率的に





ソニーは、2009 年 3 月期の連結最終損益が 2600 億円の赤字となってから、13 年 3 月期の 400
億円の黒字を除くと、10 年 3 月期が 408 億円の赤字、11 年 3 月期が 2596 億円の赤字、12 年 3
月期が 4566 億円の赤字、14 年 3 月期が 1283 億円の赤字で PC事業から撤退、15 年 3 月期が
1260 億円の赤字と苦しむ。16 年 3 月期は 1477 億円の黒字となり、回復の見込みが出てきた（日
経新聞 2016 年 4 月 29 日）。
パナソニックはプラズマ TV事業の失敗により、最大の危機を迎えた。2012 年 3 月期の連結最
終損益で 7721 億円の赤字、13 年 3 月期も 7542 億円の赤字となり、多くの資産を売却し、人員
を整理した。これらのリストラ策により、2014 年 3 月期決算からは黒字に回復している。事業
内容も半導体・PCから自動車関連機器や住宅関連事業に大きくシフトしている。





ラ事業にシフトした結果が好調となり、2012 年 3 月期の連結純利益は 3471 億円と前年比 50％増
となった。
シャープは、主力のテレビ事業で収益が予想以上に悪化したことなどから、2012 年 3 月期の
最終損益が 3760 億円の赤字、13 年 3 月期は 5453 億円の赤字となった。14 年 3 月期は 115 億円
の黒字であったが、15 年 3 月期は 2223 億円の赤字、16 年 3 月期も 3000 億円規模の赤字となっ





情よりも大幅に高く設定されていた。*28　この不適切会計が 2015 年に暴露され、それまでの 3
人の社長の責任が問われるとともに、会計の見直しが進められた。その後、家電、半導体、パソ
コンの不振はきわめて深刻であることが判明する。2016 年 4 月までに国内外で 1万 4450 人の人
員を削減した（日経新聞 2016 年 4 月 16 日）。2016 年 3 月期の最終損益は 5000 億円規模に達し

















道府県 227 市町村が対象となっている。新規立地企業の法人税を実質 5年間無税にする税制優遇
や農地転用の特例などの規制緩和で企業を誘致しようとしている。






は 1件の上限額が 200 億円で、補助率は最高で 75％という好条件となっており、申請数は 320
件に達した（日経新聞 2012 年 8 月 16 日「時事解析」）。
国の地域産業政策は 2007 年に施行された企業立地促進法が中心である。税制の優遇や低利融
資で地域特性に応じた産業の集積を目指し、47 都道府県で 199 の計画が進んでいる。しかし、
その成果ははかばかしくない。
政府は 2011 年 12 月、産業の国際競争力の強化を目指して「国際戦略総合特区」に 7地域を指
定した。複数の税財政優遇策と規制緩和を組み合わせたものだが、各省庁の抵抗で規制緩和はほ













































































































































1987 年 4 月　伊賀の養豚家 20 軒が 200 万円ずつ出資して「ハム工房モクモク」を設立 
1988 年 5 月　「ハム工房モクモク」操業開始 
1989 年 4 月　「手づくりウィンナー教室」を開始 
1995 年 7 月　「モクモク手作りファーム」オープン、地ビール工房の操業開始 
1999 年 3 月　「小さなのんびり学習牧場」オープン 
2001 年 1 月　「野天もくもくの湯」オープン 
2004 年 11 月　「元気な野菜塾市場」オープン 























































笹子トンネルは 1977 年に開通した。構造設計に問題があったかもしれないが、建設から 35 年
に渡って使用された結果、安全性が大きく低下していたことも事実である。このような老朽化し
たトンネルや橋は全国に多数存在する。
2012 年 12 月に成立した安倍内閣は、国土強靱化政策として老朽化したインフラの更新を掲げ
たが、それまでの政府は、老朽化した社会インフラの更新を方針にかかげていなかった。例えば、


















フラをすべて合わせた平均年齢は、2011 年時点で 15.3 歳に達していた。なかでも橋の老朽化が
深刻に受け止められていた。*34
2009 年版の国土交通白書によると、2011 年度からの 50 年間に必要なインフラの更新費用は
190兆円である。厚生労働省が所管する上下水道でも約39兆円の更新費用がかかるとしている。*35
これらのすべての費用が新規に必要となるわけではないが、その多くはこれから調達しなければ
*32　日経新聞 2013 年 1 月 15 日。
*33　京都新聞 2012 年 1 月 18 日が、京都市内の老朽化した水道管の破裂事故を取り上げている。
*34　以下の叙述は、日経新聞 2012 年 5 月 21 日の「エコノフォーカス」による。




総務省は、2012 年 3 月、地方自治体の今後 40 年間のインフラ更新費は現在の 2.6 倍になると
の調査結果をまとめた。
インフラ更新費の膨張に対して、地方自治体は公共施設の取捨選択にとり組み始めている。神
奈川県秦野市では将来の更新費用を算出し、2011 年 3 月に公共施設の床面積を 40 年かけて 3割












2012 年 4 月末に、天竜川を渡る浜松市の原田橋が通行止めになった。市の道路課によると原
因は、吊り橋の老朽化によるケーブルの破断であった。
2011 年 4 月時点で通行止めの長さ 2m以上の橋梁は全国に 216 カ所もある。3年前の 1.5 倍だ
そうである。通行規制も 1658 カ所と増えている。長さ 15m以上の橋で、通行止めが 172、通行
規制が 1129 カ所であった。これが、2012 年 4 月時点になると、長さ 15m以上の橋で、通行止め
が 217、通行規制が 1161 カ所に増加した。合計で 1378 カ所であるが、このうち都道府県（含む
政令市）管理道路が 163 カ所、市区町村管理道路が 1215 カ所となっている。*38
原田橋は築造されてから 56 年が経過していた。耐用年数の 60 年を超える全国の橋梁数を単純
に計算すると 2012 年の 275 カ所から 10 年後には 6倍にもなる。*39　アメリカ合衆国で落下した
ミネソタの橋は築造から 40 年しか経っていなかった。
ミネアポリス高速道路崩落事故は、2007 年 8 月 1 日にミネソタ州州都セントポールと同州最
大の都市ミネアポリス間のミシシッピ川に架っていた州間高速道路 35W号線（I-35W）ミシシッ
*36　日経新聞 2012 年 5 月 21 日の「エコノフォーカス」
*37　日経新聞 2012 年 5 月 21 日の「エコノフォーカス」
*38　国土交通省の資料から。
*39　国内に約 70 万ある橋梁は 1960 年代の半ばから 90 年代の前半までに造られたものが多い。全国に
は全長 15m以上の橋が約 15 万 7000 カ所あるが、老朽化で通行止めになっているのは 12 年 4 月時点で
217 カ所である。日経新聞 2012 年 12 月 4 日。
京都府立大学学術報告「公共政策」第8号
－ 110 －
ピ川橋が崩落した事故である。この事故で 2007 年 8 月 13 日時点で、少なくとも 60 台の車が転
落し、9人が死亡、4人が行方不明、100 人以上が負傷した。この橋は 1967 年に建造された長さ
579m、幅 33m（合計 8車線）のトラス橋で、当時、この橋では補強工事が行われており、車線
が片側 2車線に制限されていた。ラッシュアワーと重なり、当時は混雑した状態だった。橋は 3
～ 4秒で崩落し、橋の南端部分が東に 15 メートルずれていた。


















国土交通省によると、全国の下水管約 43 万 kmのうち、耐用年数の 50 年を超えたものは約 1
万 kmである。しかし、10 年後には 2.9 万 km、20 年後には 7.9 万 kmと急増する。
大阪市では下水管約 4800kmのうち約 1/4 にあたる約 1285kmが耐用年数を超えている。市は
2011 年度から 5年間で特に老朽化の激しい 150km分を補強したり取り替えたりして改修する計
画である。2012 年度は約 51 億円の予算を投じて 30.4kmを修理するとしている。
名古屋市も耐用年数を経過した下水管が約 10％に上り、2012 年度予算に更新費用として過去
最高となる 63 億円を計上した。
東京都では下水管の破裂が原因とみられる道路の陥没事故が 23 区内で年間約 1000 件発生して











3900kmの水道管のうち、すでに法定耐用年数の 40 年を経過しているものは 450kmもあり、そ
のどこでも洛西ニュータウンと同じような事故が起きても不思議ではない。





約 300 億円を投じて 13 ～ 17 年度に 125kmを更新する。過去 5 年間のほぼ 2 倍のペースで、
2013 年度予算案に前年度比 55％増の 67 億円を盛り込んだ。
堺市では、2012 年 7 月に水道管が破裂し、3 万 3000 世帯に断水などの影響が出た。そこで
2013 年度は避難所周辺などの防災上重要な管を中心に 37kmの更新・耐震化を進める。予算案
には、将来の負担分も含めて前年比 2倍の 126 億円を盛り込んだ。
自治体などでつくる水道技術センターによると、40 年を超える水道管が占める割合は 2010 年
度の全国平均で 8％だが、整備が早かった都市部を中心に老朽化が進んでおり、大阪市が
32.8％、吹田市が 30.8％と突出している。一方、財政余力のある東京は 5％、横浜市が 10％と、
首都圏では計画的に更新が進められている。
吹田市は延長 700kmの管のうち 2007 年度から抜本的な更新工事に着手し、2011 年度までに
約 15kmを更新した。2013 年 4 月には水道施設マスタープランを策定する。
政府もインフラの老朽化対策に力を入れており、厚生労働省は 2013 年度に老朽化対策の補助
金を 540 億円（12 年度補正を含む）と 2012 年度当初比で 4割増やした。ただし、補助率は 1/3
または 1/4 が多い。
大阪市は経年化率が先ほど述べたように 33％と高く、約 1700kmが敷設から 40 年を超える。
2012 ～ 15 年度に 311kmを取り換える目標を掲げたが、財政や設計の人材などの面で制約があ
る。*42
京都市は水道管の更新や耐震化を主な理由に 2013 年の 2 月議会に水道料金の引き上げを提案
し、承認された。平均で 3.7％の引き上げで、10 月から実施された。
*40　以上は日経新聞 2012 年 7 月 11 日による。
*41　京都新聞 2012 年 1 月 18 日「足元は今」。




2012 年 12 月 2 日の笹子トンネルの天井板崩落事故を受け、国土交通省と中日本高速道路（名







国土交通省によると、2010 年 4 月 1 日時点で全国には 9485 カ所のトンネルがある。このトン






2013 年 1 月 10 日には、中日本高速道路会社が、笹子トンネルの上り線の調査結果を発表した。
全部で 1211 カ所の不具合が発見され、5カ所でアンカーボルトが欠落し、3カ所で点検したとき
に抜け落ち、緩みは 1004 カ所もあった。ひび割れは 125 カ所であった。*44　これを見る限り、
全国の自動車道の天井板を緊急に調査することが必要であると思われる。





2012 年 6 月に「消防法の一部を改正する法律」（2012 年法律第 38 号）が成立し、一部の規定
を除いて 2013 年 4 月 1 日から施行されることになった。これにより、給油所の地下タンクの規
制が強化され、燃料漏れの可能性のあるタンク、すなわち設置後 40 年以上のタンクは 2013 年 1
月末までに危険防止装置の設置が義務づけられた。消防庁によると対応を迫られるタンクは全国
に 2万 9240 本もあり、9月 30 日時点では 1万 9113 本がまだ改修されていなかった。*45
自動車が無ければ生活できない地域では、SSは最も重要な社会インフラである。しかし、公
*43　日経新聞 2012 年 12 月 4 日。
*44　日経新聞 2013 年 1 月 10 日夕刊。




国が 2/3 を補助しているが、それでも私人の負担は大きい。全国の給油所数は 1994 年度末の約 6
万カ所から 2011 年度末には 3万 7743 カ所へと激減した。
2012 年 12 月 24 日の日経新聞に各地の状況が報道された。北海道オホーツク総合振興局管内
にある津別町は面積が 716km2 もあるのに給油所は 2カ所しかない。津別町のように市町村内の
給油所が 3 カ所以下の自治体を経済産業省資源エネルギー庁は「SS過疎地」と呼んでいる。
2011 年 3 月時点で全国に 238（13.8％）あるが、そのうち 52 が北海道にある。オホーツク総合
振興局管内の北見地方石油業協同組合の調べ（紋別市などを除く）では、この 10 年間で給油所
数は 2/3 になった。
愛媛県は SS過疎地がゼロであるが、これは平成の大合併で市町村の数が 70 から 20 に激減し
たためである。合併前の市町村でみると、2012年 4月時点で半数以上の37が SS過疎地に該当し、






リンや日用品を販売していた JA支所が閉鎖されたため、住民 106 人で設立した会社である。




設置から 50 年たち、改修に 1000 万円以上かかるため、村が国の補助金を紹介したうえ、移転先



























子屈町による申し出を受けて、国土交通省航空局は 2009 年 7 月 10 日に弟子屈飛行場の廃止を発
表し、国土交通大臣により正式に告示された。国及び地方公共団体が管理・運営する空港・飛行
場における国内初の廃止例となった。
広島西飛行場は現在の広島空港ができる前の広島の空の玄関であった。2012 年 11 月 15 日に
飛行場としての供用が廃止され、定期路線があった空港としては日本初の廃港例となった。
枕崎飛行場は、1991 年 1 月に開設され、不足の維持費を枕崎市の税金で補ってきた。しかし、
市はこれ以上の負担は無理と判断し、2013 年 3 月 31 日で閉鎖された。2014 年春に、飛行場の跡
地はメガソーラーに姿を変えた。
秋田県北部の大館能代空港は、午前 11 時前に羽田行きの ANAが飛び立つとその後 6時間は発
着便がない。昼過ぎに発着する伊丹との定期便が 2年前に運休した。2012 年の利用は 10 万人強
と 1998 年の開港時の 1/7 にとどまった。維持管理費などの年間の支出は 4億 4091 万円で、着陸
量などの収入の 12 倍である。県が差額を補給している。98 年時点での予測では一日に 18 便、
年間で 72 万人が利用するとされていた。いかに過大な予測であったかが分かる。
新潟空港は、2008 年まで 5社あった航空貨物業者が次々に撤退し、現在は地元の業者が 1社
だけ残っている。欧州からチューリップの球根を輸入する拠点だったが、冷凍技術の発達で船便
に替わった。2011 年度の総貨物量はピークだった 1995 年度の 1/10 に落ち込んだ。
国内の 98 空港のうち、株式会社が運営するのは成田、中部、関西、伊丹の 4空港だけで、残
りの 94 は、国か自治体が運営している。しかし、2010 年度の決算では、国が管理する 26 の空
港のうち、新千歳が 6億 7800 億円、小松が 4億 2900 万円の黒字であり、これ以外はすべて赤字













は 2015 年 9 月 11 日、国が管理する仙台空港の運営権を売却する優先交渉権者に東京急行電鉄と
前田建設工業などの連合を選んだと発表した。2016 年 6 月に運営が移る。公共インフラを民間
に委ねるコンセッションの国内第 1号となった。*49
関西国際空港と大阪国際空港の運営権は 2015 年 12 月 15 日にオリックスとフランスのバンシ・
エアポートの企業連合に売却されることが決まった。2016 年 4 月からは新会社の関西エアポー








水道の公共インフラである。任意で結果の提出を求めたところ 111 の自治体が報告し、2012 年 3
月に公表した。それによると、人口 1人当たりの年間平均の更新費用は 6万 3950 円となった。





*47　日経新聞 2012 年 11 月 13 日、および 2010 年 5 月 31 日公表の NHKの調査。
*48　日経新聞 2013 年 2 月 20 日「再考　日本のインフラ」。
*49　日経新聞 2015 年 9 月 12 日。
*50　日経新聞 2015 年 12 月 16 日。
*51　日経新聞 2016 年 2 月 11 日。




共施設マネジメント白書」などを作成している自治体が 50 ほどあった。2002 年に八王子市が作
成したのが最初とみられ、神奈川県秦野市、藤沢市、千葉県習志野市が 2008 年から 9年にかけ
て次々と公表した。
白書では、今後 20 年から 40 年にかけて必要な公共建築物の更新費用を試算している。年間で













である。そこで、文部科学省は学校施設老朽化対策のための有識者会議を 2012 年 4 月に設けて
検討を始めた。
国土交通省は道路やトンネルなどの老朽化対策の工程表をまとめた。老朽化の総点検を 2014
年 3 月末までに終えるとしている。13 年 3 月 21 日に開催された社会資本老朽化対策会議で示さ
れたようである。総点検の対象は、道路や下水道、港湾、空港、公園、鉄道などである。インフ
ラの維持・管理基準も 14 年 3 月末までに見直す。
インフラの点検結果や修理履歴を記録したデータベースもつくる。ダムや堤防、河川設備の点







*53　日経新聞 2012 年 8 月 28 日「時事解析 -老いる公共施設 2」






る。20 年前にはガソリン 1リットル当たり 25 円程度の利益があった。しかし、現在では 1リッ























*55　日経新聞 2012 年 12 月 24 日参照。
*56　買い物弱者の現状については、私のゼミの学生の 2011 年度卒業論文にすぐれた分析がある。笹尾


















たが、2015 年には 51 自治体、2030 年には 144 自治体が限界自治体に転落するという（ただし、
2005 年以降の市町村合併は考慮に入れていない）。
2005 年には、大豊町に加えて、群馬県甘楽郡の南牧村と福島県大沼郡の金山町および昭和村
の 1町 2村が限界自治体となった。2010 年の国勢調査によれば、限界自治体の数は 11 町村に増
えている。新たに加わったのは、仁淀川町、群馬県神流町、奈良県川上村、徳島県上勝町、長野
県天龍村、大鹿村、和歌山県北山村である。財政再建団体となった北海道夕張市は、2006 年時



























































からバスで 20 分の美しい町並みの住宅地で、1970 年代後半に 1300 戸を超す住宅が供給された。
住民の多くは都内に勤めるサラリーマンだった。現在、住民の多くは退職して老後を送っている。






2014 年 5 月に日本創生会議・人口減少問題検討分科会が「消滅可能性都市 896 のリスト」を
発表した。このリストは各地で大きな反響を呼んだ。この分科会の座長であった増田寛也は






























































































イオマス発電機が 3基あり、そのほかにも 30 近いバイオマス関連施設がある。これらにより、
町はエネルギー自給率 72％を達成し、さらに安価で安定した熱や電気を求めてヨーロッパ中か




















意欲的な農業経営では彦根市の福原ファームが注目される。2011 年 12 月に見学に行った。























2012 年、全員がエコファーマーである地域の 24 名の農業者たちと「兵庫大地の会」を立ち上げ
た。*68　平均年齢は35歳である。そして農薬と化学肥料を使わないおいしいコメの直売を始めた。


















*70　新雅史『商店街はなぜ滅びるのか』光文社新書（2012 年）、特に 154 頁以下参照。

















に 2016 年度中に 10 以上の先進的な自治体を選んで支援することを決めた（日経新聞 2016 年 4
月 7 日）。次世代型路面電車（LRT）の整備をはじめとしてコンパクト都市化に取り組んでいる
富山市など先進的な事例を参考にして、税制の優遇や容積率の緩和などで後押しする。このコン









































このような中で 80 年代は世界的な経済停滞の中で、日本だけが 2度のオイルショックを乗り






























増えている。2011 年 4 月の延べ利用者数は 1431 人、12 年 4 月は 2161 人、13 年 4 月は 2523 人
であった。
乗り合いタクシー事業の費用は、市の年間の支出が約 4500 万円、利用者の負担は 1回が 300


































部署を設置している。とても先進的な取り組みであると思う（日経新聞 2016 年 4 月 15 日）。災
害対策については、復旧と復興が課題となる。東北大震災に引き続き、熊本大地震や鳥取地震の
今後にも注目しなければならない。
（2016 年 7 月 11 日受理）
（おおしま　かずお　公共政策学部　名誉教授）
